
省 令

（ 無 線 局 免 許 手 続 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 無 線 局 免 許 手 続 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 五 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。
別 表 第 二 号 第 ３ の 様 式 20 の 欄 中

「 船舶自動識別装置［ Ｓ ］
 F2B ch 70
 F1D 156.025 - 156.5125 MHz，156.5375

160.625 - 160.8875 MHz，160.9125
及び 161.5 - 162.025 MHz

12.5 kHz間隔の周波数 182波

- 157.425 MHz，
- 160.9625 MHz

12.5W

12.5W

を

「 船舶自動識別装置［ Ｓ ］
 F2B ch 70
 F1D 156.025 - 156.5125 MHz，156.5375 -

160.625 - 160.8875 MHz，160.9125 -
及び 161.5 - 162.025 MHz

12.5kHz間隔の周波数 182波
 F1D 156.025 - 156.5 MHz，156.55 -

160.625 - 160.875 MHz，160.925 -
及び 161.5 - 162.025 MHz

25kHz間隔の周波数 91波

12.5W
157.425 MHz，

」

160.9625 MHz

157.425 MHz，
160.95 MHz

12.5W」

に 、

 衛星非常用位置指示無線標識［ Ｎ ］
 G1B 406.025 MHz

 G1B 406.028 MHz

 G1B 406.037 MHz

 G1B 406.04 MHz

 A3X 121.5 MHz

「

12.5W

を

5.0W
5.0W
5.0W

0.05W
5.0W

「

」

 衛星非常用位置指示無線標識［ Ｎ ］
 G1B 406.025 MHz

 G1B 406.028 MHz

 G1B 406.031 MHz

 G1B 406.037 MHz

 G1B 406.04 MHz

 A3X 121.5 MHz

5.0W
5.0W
5.0W
5.0W

に 、

5.0W
0.05W 」

 設備規則第45条の３の５に規定する無線設備［ E ］「
 G1B 406.028 MHz

 G1B 406.037 MHz

 G1B 406.04 MHz

 A3X 121.5 MHz

5.0W
5.0W
5.0W
0.05W」

を

「 設備規則第45条の３の５に規定する無線設備［ E ］
 G1B 406.028 MHz

 G1B 406.031 MHz

 G1B 406.037 MHz

 G1B 406.04 MHz

 A3X 121.5 MHz

5.0W
5.0W
5.0W
5.0W
0.05W」

に 改 め る 。

別 表 第 二 号 の 三 第 ３ の 様 式 22 の 欄 中
「  406.025MHz  406.028MHz  406.037MHz

121.5MHz

」
を
「  406.025MHz  406.028MHz  406.031MHz  406.037MHz

1215MHz
 406.04MHz

 406.04MHz

」
に 改 め る 。
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（ 無 線 局 運 用 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 三 条 無 線 局 運 用 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 七 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 七 十 八 条 の 二 第 二 項 中 「 四 〇 六 ・ 〇 二 八
M
H
z

」 の 下 に
「 、 四 〇 六 ・ 〇 三 一

M
H
z

」 を 加 え る 。

（ 無 線 機 器 型 式 検 定 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 四 条 無 線 機 器 型 式 検 定 規 則 （ 昭 和 三 十 六 年 郵 政 省 令 第 四 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 表 第 一 号 の 表 船 舶 に 施 設 す る 救 命 用 の 無 線 設 備 の 機 器 の 項 条 件 の 欄 中 「40604MHz 」 を

「406031MHz 」 に 改 め る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 省 令 は 、 平 成 二 十 九 年 一 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

〇 総 務 省 令 第 百 一 号

電 波 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 百 三 十 一 号 ） の 規 定 に 基 づ き 、 及 び 同 法 を 実 施 す る た め 、 電 波 法 施 行

規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 二 十 八 年 十 二 月 二 十 七 日 総 務 大 臣 山 本 早 苗

電 波 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

（ 電 波 法 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 一 条 電 波 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 五 年 電 波 監 理 委 員 会 規 則 第 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 十 二 条 第 九 項 の 表 中 「 四 〇 六 ・ 〇 二 八
M
H
z

」 の 下 に
「 、 四 〇 六 ・ 〇 三 一

M
H
z

」 を 加 え る 。

第 三 十 六 条 の 二 第 一 項 第 五 号 中 「 四 〇 六 ・ 〇 二 八
M
H
z

」 の 下 に
「 、 四 〇 六 ・ 〇 三 一

M
H
z

」 を 加 え 、 同

項 第 六 号 中 「 四 〇 六 ・ 〇 二 八
M
H
z

」 の 下 に
「 、 四 〇 六 ・ 〇 三 一

M
H
z

」 を 加 え る 。
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